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第１章 計画の概要 

第１節 計画策定の趣旨 

 国における自殺者数は、平成１０年以降３万人を超える状況が長年続いていましたが、

平成１８年の自殺対策基本法成立に伴うさまざまな取組の成果もあり、平成２２年から減

少し続け、平成３０年には３７年ぶりに２万１千人を下回りました。また、「誰も自殺に

追い込まれることのない社会」の実現を目指し、平成２８年に自殺対策基本法が改正さ

れ、自殺対策が「生きることの包括的な支援」として実施されるべきこと等を基本理念に

明記するとともに、自殺対策の地域間格差を解消し、誰もが自殺対策に関する必要な支援

を受けられるよう、当町においても「川崎町自殺対策計画」を策定（平成３１年３月）

し、関係機関等と連携・協働して取組みを行っていますが、令和６年３月で計画期間が終

了となることから、新たに「第２期川崎町自殺対策計画」を策定するものです。 

 

第２節 法令の根拠 

 自殺対策基本法第１３条第２項において、「市町村は、自殺総合対策大綱及び都道府県 

自殺対策計画並びに地域の実情を勘案して、当該市町村の区域内における自殺対策につい 

ての計画を定めるものとする。」と規定されており、本計画は同法に規定する「市町村自 

殺対策計画」として策定するものです。 

  

第３節 計画の期間 

 本計画の期間は、令和６年度から令和１０年度までの５年間とします。 

 ただし、法改正等の国の動向その他社会経済状況の変化も踏まえ、必要に応じて計画の 

見直しを行うこととします。 

 

第４節 計画策定の背景 

 自殺は、その多くが追い込まれた末の死です。自殺の背景には、精神保健上の問題だけ 

でなく、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤立などの様々な社会的要因がある 

ことが知られています。自殺に至る心理としては、様々な悩みが原因で追い詰められ自殺 

以外の選択肢が考えられない状態に陥ったり、社会とのつながりの減少や生きていても役 

に立たないという役割喪失感から、また与えられた役割の大きさに対する過剰な負担感か 

ら、危機的な状況にまで追い込まれてしまう過程と見ることができます。そこには、社会 

との繋がりが希薄になり、孤立に至る過程も見られます。自殺に追い込まれるという危機 

は「誰にでも起こり得る危機」です。 

 また自殺は、自殺で亡くなった人のみならず、その家族や周囲の方々にも大きな悲しみ 

をもたらすことを考慮すると、社会へ及ぼす影響も計り知れません。 

 そのため、自殺対策は、保健、医療、福祉、教育、労働、その他の関連機関との連携が 

図られ、「生きることの包括的な支援」として実施する必要があります。 

1 
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第５節 計画の位置づけ 

 本計画は、県の「宮城県自死対策計画（平成３０年）」を踏まえるとともに、町の上位

計画である「第６次川崎町長期総合計画（令和４～１３年度）」の健康づくりの推進（施

策の大綱）に関する具体的な部門別計画として位置づけ、町の関連計画との整合・調整を

図りながら策定したものです。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自殺対策基本法（平成１８年） 

自殺総合対策大綱（平成１９年） 

第６次川崎町長期総合計画 

（計画期間：令和４～１３年度） 

他の関連する計画等 

 

第３期健康かわさき２１計画 

（計画期間：令和３～１２年度） 

 

 

第２期川崎町自殺対策計画 

（計画期間：令和６～１０年度） 
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第２章 自殺の現状とこころの健康に関するデータ 

 当町は比較的小規模人口であるため、各種統計等から町の特徴を見出すのは困難です。 

 しかしながら、平成２９年度から令和３年度までの自殺の状況をみてみると、実態とし 

て次のようになっています。 

■使用する統計データについて 

自殺者数に関する主要統計としては、厚生労働省による「人口動態統計」と警察庁によ 

る「自殺統計」の２種類がありますが、本計画では、詳細分析が可能な「自殺統計」を主 

に用います。 

《両統計の相違点》 

 ・調査対象について、人口動態統計は日本における日本国籍を有する者を、自殺統計は 

総人口（日本における日本国籍を有さない者を含む。）を対象としています。 

 ・調査時点について、人口動態統計は住所地を基に死亡時点で、自殺統計は発見地を基 

に発見（認知）時点で計上しています。 

■地域自殺実態プロファイルについて 

 厚生労働省及び自殺総合対策推進センターが、主に平成２９（2017）年から令和３

（2021）年の自殺統計及び住民基本台帳に基づく人口と国勢調査を用いて、性別や年代等 

の項目毎に自殺者数を集計した資料を指します。 

■特別集計について 

警察庁自殺統計原票データを自殺総合対策推進センターと厚生労働省自殺対策推進室で 

特別集計し作成したもの。集計結果によって公表の可否が異なります。 

■その他 

 表中数値を四捨五入している関係上、割合の合計が 100％とならない場合があります。 

 

（１）自殺者数・自殺率の年次推移 

当町における自殺者数は、「自殺統計」によると年０～４人の間で推移しており、５年 

間の自殺者数合計は９人となっています。 

（表１）当町の自殺の概要（H29～R3 合計） 

  H29 H30 R1 R2 R3 合計 平均 
自殺統計 自殺者数 3 1 4 1 0 9 1.8 
自殺統計 自殺率* 33.0 11.2 45.4 11.5 0.0 - 20.4 
人口動態統計 自殺者数 1 1 4 1 0 7 1.4 

*「自殺死亡率」の略で、人口 10万人当りの年間自殺者数。  

出典：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル（2022）」 

 

（２）性別、年代別の状況 

性別は男性が８人、女性が１人であり、男女比では男性が女性よりも多い状況となっ 

ており、男性の年代別傾向で自殺者が多いのは５０歳代の３人で、３０歳代が２人、４０

歳代、６０歳代、７０歳代がそれぞれ１人となっています。一方女性は、８０歳代以上が

１人となっています。 

 なお、子ども・若者等２０歳代（未満）の自殺者はいません。 
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（表２）性・年代別の推移（自殺統計 H29～R3合計） 

性別 年代 H29 H30 R1 R2 R3 合計 

男性 

20歳未満 0 0 0 0 0 0 
20歳代 0 0 0 0 0 0 
30歳代 1 0 1 0 0 2 
40歳代 0 0 0 1 0 1 
50歳代 1 0 2 0 0 3 
60歳代 0 0 1 0 0 1 
70歳代 1 0 0 0 0 1 

80歳以上 0 0 0 0 0 0 
小計 3 0 4 1 0 8 

女性 

20歳未満 0 0 0 0 0 0 
20歳代 0 0 0 0 0 0 
30歳代 0 0 0 0 0 0 
40歳代 0 0 0 0 0 0 
50歳代 0 0 0 0 0 0 
60歳代 0 0 0 0 0 0 
70歳代 0 0 0 0 0 0 

80歳以上 0 1 0 0 0 1 
小計 0 1 0 0 0 1 

自殺者数    合計 3  1 4  1 0 9 

           出典：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル（2022）」 

（図１）性・年代別（H29～R3平均） 

 

 

                         *全自殺者に占める割合を示す。 

           出典：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル（2022）」 
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（３）高齢自殺者における同居人の有無 

高齢者（６５歳以上）の多くが無職のため、性・年代別の同居人の有無を示していま 

す。６０歳以上の自殺者３人のうち、同居人ありが２人（男性１人、女性１人）、同居人 

なしが１人（男性１人）となっています。 

（表４）６０歳以上の自殺の内訳（特別集計 H29～R3合計） 

性別 年齢階級 
同居人の有無
（人数） 

同居人の有無
（割合） 

全国割合 

あり なし あり なし あり なし 

男性 
60歳代 0 1 0.0% 33.3% 14.0% 10.4% 
70歳代 1 0 33.3% 0.0% 15.0% 8.0% 

80歳以上 0 0 0.0% 0.0% 11.5% 5.0% 

女性 
60歳代 0 0 0.0% 0.0% 8.7% 2.8% 
70歳代 0 0 0.0% 0.0% 9.1% 4.3% 

80歳以上 1 0 33.3% 0.0% 6.9% 4.3% 
合計 3 100% 100% 

           出典：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル（2022）」 

 

（４）有職者及びそれを取り巻く状況（勤務・経営関連） 

職業別では、自営業や被雇用者等の有職者が男性のみで５人、失業者や年金等の無職 

者が４人（男性３人、女性１人）となっています。 

（表５）有職者の自殺の内訳（特別集計 H29～R3合計） 

職業 自殺者数 割合 全国割合 
自営業・家族従業者 2 40.0% 17.5% 
被雇用者・勤め人 3 60.0% 82.5% 

合計 5 100.0% 100.0% 

           出典：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル（2022）」 

 

（表６）当町の就業者の常住地・従業地（R2国勢調査） 

    従業地 
    川崎町内 他市区町村 不明・不詳 

常住地 
川崎町内 2,626 1,712 55 
他市区町村 1,165 － － 

           出典：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル（2022）」 

・川崎町内における常住就業者の 39.0%が、他の市区町村で従業しています。また、川崎町内にお

ける従業者の 30.7%が、他の市区町村に常住しています。 

（表７・図２）地域の事業所規模別事業所／従業者割合（H28経済センサス-基礎調査） 
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  総数 1～4人 5～9人 
10～ 19     
人 

20～ 29
人 

30～ 49
人 

50～ 99
人 

100 人
以上 

出向・派
遣 従 業
者のみ 

事業所数 438 295 71 41 10 10 7 3 1 
従業者数 3,328 619 474 535 235 395 488 582       0 

           出典：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル（2022）」 

・従業者数が 50人未満の小規模事業所では、メンタルヘルス対策に遅れがあることが指摘されて 

おり、宮城産業保健総合支援センター等による支援が行われています。 

 

（５）自殺者における未遂歴の状況 

自殺者９人のうち未遂歴ありは０人、未遂歴なしが８人、不詳が１人となっていま 

す。なお、全国における自殺未遂歴のある割合は約２割となっています。 

（表８）自殺者における未遂歴の総数（自殺統計 H29～R3合計） 

未遂歴 自殺者数 割合 全国割合 
あり 0 0.0% 19.4% 
なし 8 88.9% 62.3% 
不詳 1 11.1% 18.3% 
合計 9 100% 100% 

           出典：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル（2022）」 

 
（６）当町の主な自殺の特徴 

（表９）当町の主な自殺の特徴（特別集計 H29～R3合計） 

上位５区分 
自殺者数 
5年計 

割合 
自殺率* 
(10万対) 

背景にある主な自殺の危機経路** 

（全国的な傾向） 

1位:男性 40～59歳
有職同居 

4 44.4% 95.4 
配置転換→過労→職場の人間関係の悩み
＋仕事の失敗→うつ状態→自殺 

2位:男性 20～39歳
無職同居 

2 22.2% 369.0 
①【30代その他無職】ひきこもり＋家族
間の不和→孤立→自殺／②【20代学生】
就職失敗→将来悲観→うつ状態→自殺 

3位:男性 60歳以上
無職独居 

1 11.1% 191.9 
失業（退職）＋死別・離別→うつ状態→
将来生活への悲観→自殺 

4位:男性 60歳以上
有職同居 

1 11.1% 24.6 

①【労働者】身体疾患＋介護疲れ→アル
コール依存→うつ状態→自殺／②【自営
業者】事業不振→借金＋介護疲れ→うつ
状態→自殺 

5位:女性 60歳以上
無職同居 

1 11.1% 15.1 身体疾患→病苦→うつ状態→自殺 

*自殺率の母数（人口）は R2年国勢調査を元に自殺総合対策推進センターにて推計した。 

**「背景にある主な自殺の危機経路」は自殺実態白書 2013（ライフリンク）を参考にした。 

           出典：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル（2022）」 

（７）原因・動機別 

本項目については、市町村別の全国的な調査は行われていませんが、参考として「都 

道府県－２１大都市別および全国の年齢（１０歳階級）別」の結果を記載しています。 

 なお、こころの状態の評価には「Ｋ６」という尺度が用いられ、これはうつ病、不安 

障害などの精神疾患をスクリーニングすることを目的として米国で開発され、一般住民 

を対象とした調査で心理的ストレスを含む何らかの精神的な問題の程度を表す指標とし 

て広く利用されており、点数が高いほど、精神的な問題がより重い可能性があるとされ 

ています。（点数の範囲は０～２４点） 
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■（図３）住民の悩みやストレス、こころの状態の状況（令和元年国民生活基礎調査結果） 

 

           出典：自殺総合対策推進センター「地域自殺実態プロファイル（2022）」 

 

■休養・心の健康づくり（町民意識調査結果より） 

令和３年３月に策定した「第３期健康かわさき２１計画」の基礎資料を得ることを目的とし

て、町民の「休養や心の健康づくりに」関連する行動等の実態を把握するためのアンケート調査

を実施しました。 

＜調査方法＞ 

■調査地域：川崎町全域 

■調査対象及び対象数：20歳以上の一般町民 800人 

■抽出方法：無作為抽出 

■調査方法：郵送による配布・回収 

＜調査票回収結果＞  

調査対象 配布数  

調査対象 配布数 回収数 回収率 

町民意識調査 800 人 354 人 44.3％ 

 

問 あなたは睡眠で休養のバランスを心がけていますか。 

回答された方の睡眠で休養のバランスを心がけて

いるかでは、「心がけている」が 52.5％、「心がけてい

ない」が 12.8％、「わからないが 28.3％となっていま

す。 

睡眠による休養においては、半数以上の方が心がけ

ていることが示されています。 

 

 

心がけて

いる

52.5%

心がけて

いない

12.8%

わからな

い

28.3%

無回答

6.4%

問37 仕事と休養のバランス （SA）

n=343
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問 あなたの睡眠時間は平均して何時間くらいですか。 

 

回答された方の平均睡眠時間の状況は、「６時間～

７時間未満」が 42.9％、次いで「７時間～８時間未満」

が 16.9％、「５時間～６時間未満」が 13.7％、「８時

間～９時間未満」が 12.8%などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 あなたは、平均睡眠時間で休養が十分とれていると思いますか。 

 

回答された方の平均睡眠時間での休養充足感では、

「まあまあとれている」が 46.6％、「十分にとれてい

る」が 25.7％、「あまりとれていない」が 17.2％、「ま

ったくとれていない」が 2.0％、「わからない」が 6.7%

となっています。7 割以上の方で休養がとれているこ

とが示されました。 

 

 

 

 

 

問 あなたは、よく眠れるように睡眠剤や精神安定剤を飲むことがありますか。 

 

回答された方の睡眠剤や精神安定剤の服用状況で

は、「まったくない」が 8 割を占める 82.8％、「毎日あ

る」が 7.0％、「月 1～2 回くらいある」が 4.4％、「週

2～3 回くらいある」が 2.3％、「週 1 回くらいある」

が 1.5％となっています。 

 

 

 

7.3 

13.7 

42.9 

16.9 

12.8 

4.7 

1.7 

0 10 20 30 40 50

５時間未満

５時間～６時間未満

６時間～７時間未満

７時間～８時間未満

８時間～９時間未満

９時間以上

無回答

問38 平均睡眠時間（SA） n=343

（％）

25.7 

46.6 

17.2 

2.0 

6.7 

1.7 

0 10 20 30 40 50

十分にとれている

まあまあとれている

あまりとれていない

まったくとれていない

わからない

無回答

問39 平均睡眠時間での休養充足感

（SA） n=343

（％）

82.8 

4.4 

1.5 

2.3 

7.0 

2.0 

0 20 40 60 80 100

まったくない

月１～２回くらいある

週１回くらいある

週２～３回くらいある

毎日ある

無回答

問40 睡眠剤等の薬剤使用（SA） n=343

（％）
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問 この１ヶ月間に、不満、悩みなどストレスを感じたことはありますか。 

 

回答された方で過去 1 ヶ月間での不満、悩みなどス

トレスの有無の状況は、「多少あった」が４割の 42.3％、

「多いにあった」が 12.2％となっています。一方、「あ

まりなかった」が 21.9％、「まったくなかった」が

11.7％となっています。また、「わからない」が 9.3％

となっています。 

 

 

 

 

 

上記の問で「多いにあった」「多少あった」「あまりなかった」を回答した方におたずねします。              

問 ストレスを自分なりの解消法で処理できていると思いますか。 

 

上記問の「多いにあった」「多少あった」を回答さ

れた方 262 人の 1 ヶ月間でのストレス解消の状況で

は、「なんとか解消できている」が 55.7％、次いで「あ

まりできていない」が 15.6％、「十分にできている」

が 10.3％、「わからない」が 8.8％、「まったくでき

ていない」が 3.4％となっています。 

 

 

 

 

 

問 悩みなどを気軽に相談できる相手がいますか。 

 

回答された方で悩みなどの相談相手の有無では、

「いる」が 60.1％、「いない」が 20.4％、「わからな

い」が 14.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

いる

60.1%

いない

20.4%

わからな

い

14.6%

無回答

5.0%

問42 悩みの相談相手の状況 （SA）

n=343

12.2 

42.3 

21.9 

11.7 

9.3 

2.6 

0 10 20 30 40 50

多いにあった

多少あった

あまりなかった

まったくなかった

わからない

無回答

問41 過去1か月間のストレス（SA） n=343

（％）

10.3 

55.7 

15.6 

3.4 

8.8 

6.1 

0 20 40 60

十分にできている

なんとか解消できている

あまりできていない

まったくできていない

わからない

無回答

問41（1） ストレス解消状況 （SA） n=262

（％）
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前の問で「１．いる」を回答した方におたずねします。                               

問 悩みなどを相談する相手は、誰ですか。 

 

上記の問で「いる」に回答された方 206 人の悩みな

どの相談相手先は、「家族・親族」が 76.7％と最も多

く、次いで「友人・知人」が 51.9％、「職場の同僚」

が 17.0％、「隣近所の人」が 5.3％、「病院の医師・看

護師」が 3.9%などとなっています。 

回答された多くの方が自分の身近な方を相談先に

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

問 あなたは、心の病気について誰もがかかる可能性のある病気だと思いますか。 

 

回答された方の心の病気に誰もがかかる可能性の

ある病気と思うかについての罹患感では、「思う」が

66.5％、「思わない」が 9.0％、「わからない」が 20.7％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

76.7 

51.9 

5.3 

17.0 

0.5 

0.0 

3.9 

1.0 

0.5 

0 20 40 60 80

家族・親族

友人・知人

隣近所の人

職場の同僚

町の保健福祉課等

民生委員・健康推進員

病院の医師・看護師

その他

無回答

問42（1） 悩みの相談先（SA） n=206

（％）

思う

66.5%
思わない

9.0%

わからな

い

20.7%

無回答

3.8%

問43 心の病気の罹患感 （SA） n=343
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問 あなたは、生きがいを感じることがありますか。それはどのような時ですか。 

 

回答された方の生きがいを感じる時で

は、「子や孫など家族との団らんの時」が

51.0％、次いで「おいしい物を食べている

時」が 31.5％、「趣味やスポーツに熱中し

ている時」が 25.9％、「友人や知人と食事、

雑談をしている時」が 23.0％、「夫婦団ら

んの時」が 21.3%、「他人から感謝された

時」が 21.0％、「テレビをみたり、ラジオ

を聞いたりしている時」が 20.7％、「他人

から感謝された時」が 20.1％などとなっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

51.0 

21.3 

25.9 

23.0 

20.7 

17.2 

20.1 

31.5 

21.0 

7.0 

14.3 

5.5 

3.2 

0.9 

0.6 

1.7 

0 20 40 60

子や孫など家族との団らん

の時

夫婦団らんの時

趣味やスポーツに熱中して

いる時

友人や知人と食事、雑談を

している時

テレビをみたり、ラジオを

聞いたりしている時

旅行に行っている時

仕事に打ち込んでいる時

おいしい物を食べている時

他人から感謝された時

社会奉仕や地域活動をして

いる時

収入があった時

勉強や教養などに身を入れ

ている時

若い世代と交流している時

感じることはない

その他

無回答

問44 生きがいを感じる時（SA） n=343

（％）
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【これまでの取組と評価】 

当町では自殺対策基本法の趣旨を踏まえ、自殺対策を総合的に推進してきました。第１期計画策 

定時に設定した数値目標と達成状況は次のとおりです。 

 

＜数値目標と達成状況＞ 

項   目 単 位 
目標値 
（R5） 

実績値 
（R元） 

実績値 
（R2） 

実績値 
（R3） 

実績値 
（R4） 

達成状況 

①自殺者 人  数 0人 4人 1人 0人 － 人 R3のみ達成 

②自殺に関する
講習会・各種教
室の開催 

回  数 1回 0回 1回 0回 0回 
R2のみ達成 

参加者数 20人 0人 48人 0人 0人 

③ゲートキーパ
ー養成研修会の
開催 

回  数 2回 1回 0回 0回 1回 
未達成 

参加者数 80人 50人 0人 0人 31人 

④「児童生徒の
ＳＯＳの出し方
に関する教育」
の実施 

学 校 数 6校 6校 6校 5校 5校 達成 

※①自殺者数の R4実績値は未だ公表されていない。 

④の学校数は統廃合により小学校が 1校減となった（R3～）。 

  

当町ではこれまで、年間の自殺者数を０人とすることを目標に自殺対策を推進してきました。年

によって差はあるものの、令和３年には数値目標として掲げていた０人を達成することができまし

た。自殺に関する講習会やゲートキーパー養成研修会は、令和２年度からの新型コロナウイルス感

染症拡大による影響から、計画どおりに実施することができませんでした。 

 今後も、様々な事業の実施や関係機関の支援を続けることで、生きる事への包括的な支援へ 

とつなげていきます。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

当町は、人口規模が小さく自殺者数も少ないため、「誰も自殺に追い込まれることのな 

い川崎町」を目標とします。 

 具体的には、直近５年間の自殺者数９人に対し、今後５年間の自殺者数を０人とするも 

のです。 

第１節 基本方針 

（１）「つながり」のある地域づくり 

  ・地域における交流の場を増やし、高齢者を孤独にさせない地域づくりを行います。 

  ・学校・保護者・地域が一体となって、児童生徒に対する「いのちの教育」の充実を 

図ります。 

  ・企業は、職場等におけるこころの健康づくりの推進や、働きやすい環境づくりに努 

めます。 

 

（２）相談窓口の充実 

  ・町民・地域・行政が生活困窮者や障がい者等の支援・見守りを一体となって行いま 

す。 

  ・相談機関を明確にし、町民が相談しやすい相談窓口の充実を図ります。 

 

（３）「こころの病気」等に関する知識の普及・啓発 

  ・うつ病をはじめとする「こころの病気」等の自殺予防に関する正しい知識の普及・ 

啓発を推進します。 

 

（４）関係団体や行政機関との連携・推進 

  ・必要な支援につなげるため、本人の同意を得るなど個人情報の適切な管理に努めな 

がら、関係団体や行政機関との連携・協働による取組を推進します。 

 

（５）人材養成・支援 

  ・自分自身を大切にし、周囲の人たちへの気づきと見守りを主体的に行う人を養成し 

ます。 

  ・職域、地域等へのゲートキーパー（※）養成研修や職場のメンタルヘルス研修の実 

施を推進します。 

  ※「ゲートキーパー」とは、自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩んで 

いる人に気づき、声をかけ、話を聞いて、必要な支援につなげ、見守る）を図ること 

ができる人のことで、言わば「命の門番」とも位置付けられている人のことです。 

自殺対策では、悩んでいる人に寄り添い、関わりを通して「孤立・孤独」を防ぎ、 

支援することが重要です。１人でも多くの人に、ゲートキーパーとしての意識を持っ 

ていただき、専門性の有無にかかわらず、それぞれの立場でできることから進んで行 

動を起こしていくことが自殺対策につながります。 



14 

   

第２節 数値目標 

項   目 単 位 
直近値（R4） 
※①は R3実績 

目標値(R10) 

①自殺者 人  数 0  人 0  人 

②自殺に関する講習会・各種教室の開催 
回  数 0  回 1  回 

参加者数 0  人 20  人 

③ゲートキーパー養成研修会の開催 
回  数 1  回 2  回 

参加者数 31  人 80  人 

④「児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育」
の実施 

学 校 数 5  校 5  校 
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第４章 基本施策 

「自殺総合対策大綱」における当面の重点目標を踏まえ、当町の自殺対策基本施策を次 

のとおり示します。 

 

（１）町民一人ひとりの気づきと見守りの促進 

自殺対策が「生きることの包括的な支援」として実施されるべきという自殺対策の趣 

旨について、町民の理解と関心を深めます。また、自殺に対する誤った認識や偏見を取 

り除き、自殺を考えている人の存在に気づき、思いに寄り添い、声をかけ、話を聞き、 

必要に応じて関係機関等につなぎ、見守るという自殺対策における町民一人ひとりの役 

割等についての意識が共有されるように啓発します。    

 

（２）こころの健康を支援する環境の整備とこころの健康づくりの推進 

自殺の原因となり得るストレス要因の軽減、ストレスへの適切な対応など、こころの 

健康の維持・増進をはじめ、職場におけるメンタルヘルスや各種ハラスメント対策など 

職場環境改善の取組みを推進します。 

 

（３）適切な精神保健医療福祉サービスの利用支援 

自殺の危険性が高い人の早期発見に努め、必要に応じて確実に精神科医療につながる 

ように支援するとともに、様々な問題・課題に包括的に対応ができるよう精神科医療、 

保健、福祉等の各施策の連動性を高め、適切な精神保健医療福祉サービスを利用できる 

ように支援します。 

 

（４）地域全体の自殺リスクの低下 

自殺のリスクを低下させるため、相談・支援事業や保健福祉サービスの利用等により 

「生きることの阻害要因（自殺のリスク要因）」を減らし、「生きることの促進要因（自 

殺に対する保護要因）」を増やすことにより、心身ともに健康に暮らしていけるよう 

に、情報提供をはじめ地域における相談・支援体制の整備・充実を図ります。 

 

（５）子ども・若者の自殺対策の更なる推進 

学校における人権教育、ＳＯＳの出し方に関する教育を推進するとともに、子ども・ 

若者の成長段階、それぞれの立場（学校や社会とのつながりの有無等）に対応した支援 

や自殺対策を推進します。 
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第５章 自殺対策における取組 

第１節 行政内の各課等における取組 

 自殺対策は、様々な角度から取り組むことが求められており、庁内横断的に取り組むこ

とが必要不可欠です。 

また、意識的に行っていなくても、結果的に自殺対策につながっている事業も少なくな

いことから、各課等の事業を「生きる支援に関連する（または関連しうる）」という視点

で共有し、全庁一丸となって取組んでいきます。 

 

第２節 ライフステージごとの取組 

 ライフステージに応じた心の健康づくりの推進や正しい知識の普及啓発を行い、各関係

機関が連携して取組を続けていくとともに、確実に専門機関につながるよう更なる充実を

図っていきます。 

 

■乳幼児期（０～６歳） 

親子の信頼関係を育て、安定した心の土台をつくるために、養育者が子育てについての 

学びや相談ができる体制をつくります。また、事業を通じて仲間作りができるよう支援し

ます。 

 

■学童・思春期（７～１８歳） 

精神的な安定を損ないやすく、この時期に受けた心の傷は生涯にわたって影響します。 

学童期から自己肯定感を高め、相談する習慣をつけ、思春期では、自殺や心の健康に関す 

る正しい知識とストレスなどへの対処能力を養うことが重要です。 

命の大切さや、自分や家族、友達、地域の人々を大切に思う心を育てるとともに、気軽 

に悩みを相談できる体制を整えます。 

 

■青年期（１９～３９歳）、壮年期（４０～６４歳） 

進学、就職、結婚、出産、育児などの人生を左右する様々な出来事があり、人間関係や 

環境によるストレスを受けやすい時期です。環境の変化や時期をとらえて、悩みを抱えて 

いる人に気づき、早期に対応することが重要です。家庭や職場で重要な位置を占める一 

方、身近な人との死別や退職などの大きな喪失体験を迎え、心理的・社会的に負担を抱え 

ることが多い時期です。うつ病などに関する正しい知識を持ち、予防や早期対応ができる 

必要があります。 

家庭や職場等での問題が解消できるよう各種相談事業につなげます。子育てや仕事のス 

トレス等と上手につきあえるよう支援をします。 

 

■高齢者（６５歳以上） 

慢性的疾患や身体機能低下による役割喪失感や介護疲れ、死への不安などの多くの問題 
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を抱える時期です。身体的不調の背景に、うつ病などの精神疾患が潜んでいることも多 

く、かかりつけ医や相談員が気づき・つなぐことが大切になります。 

地域のつながりを深め、孤立を防ぎます。健康や生活等の不安に対し相談体制を整える 

とともに、適切に専門機関に結びつけられるようにします。 

 

第３節 県やその他関連する機関等との連携 

 自殺対策を推進するにあたり、県や民間団体との連携は必要不可欠です。特に本町のよ 

うに人口規模がそれほど大きくない自治体では、単独での実施が困難な事業も多く、県や 

民間団体等が実施している事業を活用したり連携することで、より活発に取り組んでいき 

ます。 
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第６章 自殺対策の推進体制等 

 自殺対策を推進していくためには、町民一人ひとり、関係機関、行政が連携・協働し

「生きることの包括的な支援」に取り組む必要があります。 

 本町では、自殺予防やその対策などについて、庁内関係課等が情報共有を図りながら共

通の認識を持ち、各事業に着実に取り組むとともに、連携しながらこの計画の推進を図っ

ていきます。 

 また、保健所や警察等の関係機関及び民間団体等との相互の緊密な連携を図り、地域に

おける自殺対策を総合的かつ効果的に推進します。 

 

（１）子ども・若者対策 

子ども・若者は、成長過程で社会や集団と自己との関係において様々な悩みを抱える 

ことが多く、思春期には精神的な安定を失いやすくなったり、青年期に受けた心の傷は 

生涯にわたる影響が懸念されることなど、若年層の自殺対策は人生を生き抜く土台づく 

りとしても重要です。このため、心の健康や自殺の問題への関心を高め正しく理解する 

ための教育や啓発活動のほか、若年層を取り巻く行政、学校、地域など多様な主体の連 

携した取組が求められています。 

  ①児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育 

②いじめを苦にした子どもの自殺の予防 

  ③若者の抱えやすい課題に着目した学生・生徒等への支援の充実 

  ④経済的困難を抱える子ども等への支援の充実 

 

（２）勤務・経営対策 

特に男性において、無職者の自殺死亡率が有職者の自殺死亡率に比べて極端に高いと 

の統計データもあり、雇用が自殺防止に一定の役割を果たしている現状も窺えます。 

こうしたことから、職場内の人間関係や長時間労働など労働環境の一層の改善が必要 

であるほか、町内の産業経済や雇用施策の一層の推進が求められています。 

  ①職場におけるメンタルヘルス対策の推進 

  ②過労自殺を含む過労死等の防止について 

  ③長時間労働の是正 

 

（３）生活困窮者、無職者・失業者対策 

自殺の原因・要因として、健康問題に次いで「生活苦」や「負債（多重債務）」の割 

合が高く、危機経路の主要部に存在しています。経済的・社会的な困窮は、虐待、依存 

症、疾患、障害、被災、介護、多重債務、労働等の多様な要素が複雑に絡み合って生じ 

ており、社会的孤立とも深く関係しています。このため、困窮者が抱える複合的な課題 

に対する包括的な支援の検討・実施が求められています。 

  ①相談支援、人材育成の支援 

  ②居場所づくりや生活支援の充実 

  ③自殺対策と生活困窮者自立支援制度との連動 
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  ④失業者対策等に対する相談窓口等の充実 

  ⑤職業的自立へ向けた若者への支援の充実 

  ⑥無職者・失業者の居場所づくり等の推進   

 

（４）高齢者対策 

高齢者は、退職や身体疾患等により孤立・孤独に陥りやすい状況に置かれていること 

を踏まえ、保健・医療・福祉が連携した地域包括ケアシステムの整備や孤立・孤独を防 

ぐための社会参加促進施策が強く求められています。 

  ①包括的な支援のための連携の推進 

  ②地域における要介護者に対する支援 

  ③高齢者の健康不安に対する支援 

  ④社会参加の強化と孤独・孤立の予防 
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■当町における主な関連事業 

当町では、町民の安心安全のため様々な事業を実施しています。 

 以下、生きるための支援として関連があると思われる主な事業を掲載していますが、こ 

れ以外の関連計画、会議、事業等においても連携を図り、自殺対策の推進に取り組んでい 

きます。 

課 名 

（係名） 
事業等名 内容（自殺対策の視点） 

基本施策 

との関連 

保健福祉課 

（健康推進係） 

こころの相

談事業 

精神保健福祉相談（こころの相談）を実施

し、うつ病などに対する相談体制の強化を

図るとともに、医療機関と連携して、医療

受診、社会復帰や生活に関する支援を行い

ます。 

 

（３） 

保健福祉課 

（健康推進係） 

乳幼児健診

事業 

 

乳幼児の月齢に合わせた健康診査や相談を

実施し、発育・発達等の乳幼児の健康状態

の確認や異常の早期発見に努めます。 

育児不安や育てにくさ等がある保護者に対

し、関係機関と連携を図り支援を行いま

す。 

 

 

 

（４） 

保健福祉課 

（健康推進係） 

療育支援事

業（巡回コ

ンサルタン

ト） 

気になる子どもが日常多くの時間を過ごす

園において、個々の持っている力を生かし

健やかに成長できるよう、保育士の人材育

成及び町の支援体制を含めた子育て環境の

整備を図ります。 

具体的にはかわさきこども園、富岡幼稚

園、児童教室の各施設で巡回コンサルテー

ション等を実施し、専門の心理士に気にな

る子どもの様子や保育士の関わり等を観察

してもらい、現場での支援の方法を学んで

いきます。 

 

 

 

 

 

 

（４） 

保健福祉課 

（健康推進係） 

 

子育て世代

包括支援セ

ンター（こ

ども家庭セ

ンター） 

事業 

 

妊娠前から出産・子育てを応援していく総

合相談窓口として、１人ひとり顔の見える

関係を構築し、包括的な支援を行います。 

妊産婦の体調不良や子育てに対する不安、

経済的な困窮などを早期に発見し、幼児の

虐待や自殺予防に努めます。 

 

 

 

 

（４） 
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課 名 

（係名） 
事業等名 内容（自殺対策の視点） 

基本施策 

との関連 

保健福祉課 

（健康推進係） 

ゲートキー

パー養成等

事業 

病院や施設、学校、事業所等の自殺対策の

担当者等の支援者を対象にした、自殺予防

の考え方や初期対応の方法（メンタルヘル

ス・各種自殺予防に関する研修会等）につ

いての研修を行います。 

また、日ごろから地域の方と接する機会の

多い民生委員・児童委員や行政区長、各種

ボランティア等を対象にしたゲートキーパ

ー研修を行うことで、地域の自殺予防の取

組みの中で期待される役割を担っていける

よう支援していきます。 

（１） 

保健福祉課 

（健康推進係） 

産後ケア 

事業 

産後は育児への不安等から、うつのリスク

を抱える危険がある。出産後の心身に掛か

る負担が大きく不安定になりやすい一定期

間（子が１歳になるまで）において、母親

の身体的回復と心理的な安定を促進し、母

子とその家族の健やかな生活が保たれるよ

う支援していきます。 

 

 

 

（４） 

保健福祉課 

（福祉係） 

生活保護事

務 

生活保護利用者（受給者）は、利用（受

給）していない人に比べて自殺のリスクが

高いことから、扶助受給等の機会を通じて

当人や家族の問題状況を把握し、必要に応

じて適切な支援先につなげていきます。 

 

 

（４） 

保健福祉課 

（福祉係） 

要保護児童

対策地域協

議会 

虐待を受けている子どもを始めとする要保

護児童の早期発見や適切な保護を図るた

め、関係機関がその子ども等に関する情報

や考え方を共有し、適切な連携の下で対応

していきます。 

 

 

（４） 

保健福祉課 

（福祉推進係） 

民生委員・

児童委員活

動支援事業 

民生委員・児童委員は、地域での声掛けや

見守りなど、地域福祉活動における中心的

な役割を担っています。少子高齢化の進行

や、単身世帯の増加等の社会情勢の変化に

より、支援が必要な人が増加しており、民

生委員・児童委員への期待と負担が増加し

ています。 

今後も、民生委員・児童委員が活動しやす

い環境づくりに取り組み、地域活動支援の

充実を図ります。 

（１） 
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課 名 

（係名） 
事業等名 内容（自殺対策の視点） 

基本施策 

との関連 

保健福祉課 

（福祉推進係） 

緊急通報体

制等整備事

業 

おおむね６５歳以上の単身世帯、高齢者の

みの世帯等に、急病や災害時に迅速かつ適

切な対応を図るための体制（システム）を

整備し、自殺リスクの高い高齢者の早期発

見と対応の更なる推進を図っていきます。 

 

 

（４） 

保健福祉課 

（福祉推進係） 

会食サービ

ス事業 

おおむね６５歳以上の高齢者に、各種施設

や公民館などで会合を行う際の昼食代の一

部を助成することで外出の機会を提供し、

高齢者の日常生活の安定と健康を保持しま

す。 

高齢者の生活実態を把握し、孤独感の解消

と孤独死等の予防を図っていきます。 

 

 

 

 

（４） 

保健福祉課 

（福祉推進係） 

養護老人ホ

ームへの入

所事業 

６５歳以上で、経済的理由等により自宅で

の生活が困難な高齢者の老人ホームへの入

所手続きを行います。 

その際、当人や家族等と接触の機会を利用

し、家庭での様々な問題等を事前に察知す

ることができれば、必要な支援先につなげ

る接点ともなり得るものです。 

 

 

 

（４） 

保健福祉課 

（介護保険係） 

介護相談事

業 

「介護」は当人や家族にとっての負担が少

なくなく、時に自殺リスクにつながる場合

もあることから、高齢者とその家族の悩み

ごとや介護保険等に関する総合的な相談に

対応していきます。 

また、高齢者に対し必要な支援を把握する

ため、地域包括支援センター職員が訪問

し、初期段階から継続して相談支援を行い

ネットワークを構築することで、途中で関

わりが途切れることなく包括的な支援につ

なげていきます。 

 

 

 

 

 

（４） 

保健福祉課 

（介護保険係） 

介護者交流

会・介護者

教室等開催

事業 

介護者が日ごろの悩みを共有したり、情報

交換できる機会を設けることで、支援者相

互の支え合い推進を図ります。 

また、介護者セミナーを開催し、介護者自

身が健康を損なわない様に家族の介護負担

の軽減を図り、在宅介護を支援していきま

す。 

 

 

 

（４） 
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課 名 

（係名） 
事業等名 内容（自殺対策の視点） 

基本施策 

との関連 

保健福祉課 

（介護保険係） 

地域包括支

援センター

運営事業 

高齢者が住み慣れた自宅や地域で自分らし

く生活できるように、保健・福祉・医療を

はじめ様々な面から総合的に支援します。 

 

（４） 

保健福祉課 

（介護保険係） 

認知症サポ

ーター養成

事業 

誰もが安心して暮らせる地域づくりを目指

して、認知症についての正しい知識を持

ち、認知症の人や家族を支援する認知症サ

ポーターを養成します。 

サポーターには自殺リスクの早期発見と対

応等、気づき役としての役割を担ってもら

います。 

 

 

 

（１） 

保健福祉課 

（介護保険係） 

高齢者見守

りネットワ

ーク事業 

地域包括支援センターを中心として、民生

児童委員、地域住民等との連携によるネッ

トワークの構築を行い、在宅の高齢者の見

守り等を実施することで、高齢者が家族や

地域社会から孤立することを防止し、住み

慣れた地域で安心した生活の確保を図って

いきます。 

また、事業委員会において、高齢者虐待や

介護と自殺との関係性等の情報共有をする

ことで、自殺対策についての理解を深め取

組を推進します。 

 

 

 

 

 

（１） 

保健福祉課 

（介護保険係） 

認知症支援

相談員等事

業 

認知症の人が安心して暮らせる地域づくり

を推進するため、認知症支援相談員が認知

症と思われる高齢者等の見守りや家族への

支援を行い、自殺リスクの早期発見と対応

等につなげていきます。 

また、認知症地域支援推進員が、認知症予

防についての勉強会や支援者同士の交流会

を開催する等の普及活動を行い、家族等

（支援者）に対する支援の強化を図ってい

きます。 

 

 

 

 

 

（４） 

保健福祉課 

（介護保険係） 

認知症カフ

ェ 

認知症高齢者や認知症の家族がいる方、認

知症に関心のある方、介護従事者など、地

域で認知症に関心を持つ住民が気軽に集ま

れる場（週１回、喫茶「みかん」）を開設

することにより、気分転換や情報交換ので

きる機会を提供し、支援者相互の支えあい

を推進します。 

 

 

 

（４） 
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課 名 

（係名） 
事業等名 内容（自殺対策の視点） 

基本施策 

との関連 

保健福祉課 

（介護保険係） 

 

介護予防・

日常生活支

援総合事業

（介護予

防・生活支

援サービス

事業） 

元気な高齢者をはじめ、住民が担い手とし

て参加する住民団体の活動やＮＰＯ、社会

福祉法人、社会福祉協議会など、高齢者を

地域で支える多様なサービスの提供体制の

構築を図ります。 

生活機能の低下がみられる人等に対し機能

維持・向上のための活動場所を提供するこ

とで、自立支援・重度化防止を目指しま

す。 

 

 

 

 

（４） 

保健福祉課 

（介護保険係） 

在宅医療・

介護連携推

進事業 

地域で安心して暮らす上で必要な医療・介

護を切れ目なく受けられる体制の整備を目

指し、医療機関や介護事業所等の関係機関

と連携しながら、対象者への包括的なサー

ビスの提供等につなげていきます。 

 

 

 

（４） 

保健福祉課 

（介護保険係） 

高齢者向け

サロンの開

催 

地域の高齢者の集いの場を提供することで

閉じこもりを防止し、介護予防につなげる

ことを目的としたサロン活動を、各地区で

開催していきます。 

閉じこもりがちであったり孤立状態にある

高齢者の把握や相談窓口にもなり得ます。 

 

 

（４） 

保健福祉課 

（介護保険係） 

配食サービ

ス事業 

６５歳以上の在宅ひとり暮らしの高齢者等

に対し、栄養バランスのとれた給食サービ

スを定期的に提供することにより、自立支

援と生活の質の確保及び家族の身体的・精

神的な軽減を図ります。 

また、サービス提供のために定期的に訪問

することにより安否確認を合わせて行いま

す。 

（１） 

総務課 

（管財係） 

無料法律相

談事業 

結婚、離婚、相続、遺言、契約上のさまざ

まなトラブルに関して、町の顧問弁護士が

法律に基づいて問題解決の助言や支援を行

います。 

複数の問題を抱えていたり、潜在的な自殺

リスクの高い人々をキャッチする上でも重

要な窓口となり得ることから、関係機関へ

のつなぎ役になる等各種相談に対応してい

きます。 

 

 

 

 

 

（４） 
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課 名 

（係名） 
事業等名 内容（自殺対策の視点） 

基本施策 

との関連 

総務課 

（庶務係） 

職員の心身

健康の保

持・健康相

談事業 

住民からの相談に応じる職員の心身面の健

康の維持増進を図ることで、自殺総合対策

大綱にも記載されている「支援者への支

援」を展開します。 

労働安全衛生法に基づき職員のストレスチ

ェックを実施し、メンタル不調の未然防止

を図ります。また、職員の健康や心身の相

談にも産業医や総務課職員が対応に努めて

います。 

（２） 

町民生活課 

（窓口係） 

消費生活相

談事業 

 

多重債務が自殺の原因となる等社会問題化

しており、消費生活上の困難を抱える人々

は、自殺リスクの高いグループでもあるた

め、消費生活に関する相談をきっかけに、

抱えている他の課題も把握・対応していく

ことで、包括的な問題の解決に向けた支援

を展開していきます。 

 

 

 

（４） 

町民生活課 

（窓口係） 

 

人権擁護相

談事業 

地域住民の人権が侵されないよう絶えず見

守り、万一人権が侵されたり、侵されよう

としている場合には、人権擁護委員が相談

相手になってその救済を図るとともに、正

しい人権の考え方の普及に努めます。 

 

 

 

（４） 

教育委員会 

学務課 

（学務係） 

人権教育の

推進 

生命の大切さを学び、自尊感情や他の人と

共に生きる意味や、集団生活での自己実現

力を養う能力など生きる力を育む教育活動

を推進します。 

（５） 

教育委員会 

学務課 

（学務係） 

教職員人

事・研修関

係事務 

教職員の長時間労働が問題となる中で、研

修によるメンタルヘルスの周知をおこな

い、必要な場合には適切な支援につなげら

れるような意識醸成を図ります。 

 

（２） 

教育委員会 

学務課 

（学務係） 

就学援助と

特別支援学

級就学奨励

補助に関す

る事務 

就学に際して経済的困難を抱えている児

童・生徒は、その他にも様々な問題を抱え

ていたり、保護者自身も困難を抱えている

可能性が考えられます。 

保護者と応対する際に、家庭状況に関する

聞き取りを行うことで、早期発見や専門相

談先を紹介する機会にもなり得ます。 

（５） 
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課 名 

（係名） 
事業等名 内容（自殺対策の視点） 

基本施策 

との関連 

教育委員会 

学務課 

（学務係） 

スクールソ

ーシャルワ

ーカー（Ｓ

ＳＷ）配置

事業 

不登校やいじめ、虐待などの問題行動等の

解消のため、スクールソーシャルワーカー

を配置し、児童生徒への働きかけとともに

家庭環境への働きかけにより支援活動に取

り組みます。 

（５） 

教育委員会 

学務課 

（学務係） 

 

スクールカ

ウンセラー

（ＳＣ）配

置事業 

不登校やいじめ等の児童生徒及び保護者へ

の様々な対応のため、臨床心理士等をスク

ールカウンセラーとして、全ての小中学校

に配置を行い、小中学校等におけるカウン

セリング等の機能の充実を図ることで、生

徒指導上の諸問題の解決を図ります。 

（５） 

教育委員会 

学務課 

（学務係） 

児童生徒の

ＳＯＳの出

し方に関す

る教育 

命や暮らしの危機に直面したとき、誰にど

うやって助けを求めればよいのかを学ぶと

同時に、つらい時や苦しい時には助けを求

めてもよいということを学ぶことにより、

直面する問題に対処する力を身につけられ

る教育の推進を図ります。 

（５） 

教育委員会 

学務課 

（学務係） 

こどものこ

ころのケア

ハウス事業 

学校に登校できないでいる児童生徒の学習

支援を中心とした学びサポート機能等を行

い、心の問題等により学校生活に困難があ

る児童生徒、社会的自立が必要な児童生徒

へのきめ細かな心のケアを実施します。 

（５） 

 

 

 

■自殺対策の評価・検証 

 ＰＤＣＡサイクルにより、自殺対策の施策や取組の効果を評価・検証し、その結果や 

国・県の動向を踏まえつつ、本計画の実効性を高めるものとして必要に応じて取組等を改 

善し、継続的に自殺対策を展開します。 
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第７章 参考資料  

■自殺対策基本法 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、我が国において自殺による死亡者数が高い水準で推移してい

る状況にあり、誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指して、これに対処

していくことが重要な課題となっていることに鑑み、自殺対策に関し、基本理念を定

め、及び国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、自殺対策の基本となる事

項を定めること等により、自殺対策を総合的に推進して、自殺の防止を図り、あわせて

自殺者の親族等の支援の充実を図り、もって国民が健康で生きがいを持って暮らすこと

のできる社会の実現に寄与することを目的とする。 

（基本理念） 

第二条 自殺対策は、生きることの包括的な支援として、全ての人がかけがえのない個人

として尊重されるとともに、生きる力を基礎として生きがいや希望を持って暮らすこと

ができるよう、その妨げとなる諸要因の解消に資するための支援とそれを支えかつ促進

するための環境の整備充実が幅広くかつ適切に図られることを旨として、実施されなけ

ればならない。 

２ 自殺対策は、自殺が個人的な問題としてのみ捉えられるべきものではなく、その背景

に様々な社会的な要因があることを踏まえ、社会的な取組として実施されなければなら

ない。 

３ 自殺対策は、自殺が多様かつ複合的な原因及び背景を有するものであることを踏ま

え、単に精神保健的観点からのみならず、自殺の実態に即して実施されるようにしなけ

ればならない。 

４ 自殺対策は、自殺の事前予防、自殺発生の危機への対応及び自殺が発生した後又は自

殺が未遂に終わった後の事後対応の各段階に応じた効果的な施策として実施されなけれ

ばならない。 

５ 自殺対策は、保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連施策との有機的な連携が図

られ、総合的に実施されなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国は、前条の基本理念（次項において「基本理念」という。）にのっとり、自殺

対策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 地方公共団体は、基本理念にのっとり、自殺対策について、国と協力しつつ、当該地

域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

３ 国は、地方公共団体に対し、前項の責務が十分に果たされるように必要な助言その他

の援助を行うものとする。 

（事業主の責務） 

第四条 事業主は、国及び地方公共団体が実施する自殺対策に協力するとともに、その雇

用する労働者の心の健康の保持を図るため必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 
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（国民の責務） 

第五条 国民は、生きることの包括的な支援としての自殺対策の重要性に関する理解と関

心を深めるよう努めるものとする。 

（国民の理解の増進） 

第六条 国及び地方公共団体は、教育活動、広報活動等を通じて、自殺対策に関する国民

の理解を深めるよう必要な措置を講ずるものとする。 

（自殺予防週間及び自殺対策強化月間） 

第七条 国民の間に広く自殺対策の重要性に関する理解と関心を深めるとともに、自殺対

策の総合的な推進に資するため、自殺予防週間及び自殺対策強化月間を設ける。 

２ 自殺予防週間は九月十日から九月十六日までとし、自殺対策強化月間は三月とする。 

３ 国及び地方公共団体は、自殺予防週間においては、啓発活動を広く展開するものと

し、それにふさわしい事業を実施するよう努めるものとする。 

４ 国及び地方公共団体は、自殺対策強化月間においては、自殺対策を集中的に展開する

ものとし、関係機関及び関係団体と相互に連携協力を図りながら、相談事業その他それ

にふさわしい事業を実施するよう努めるものとする。 

（関係者の連携協力） 

第八条 国、地方公共団体、医療機関、事業主、学校（学校教育法（昭和二十二年法律第

二十六号）第一条に規定する学校をいい、幼稚園及び特別支援学校の幼稚部を除く。第

十七条第一項及び第三項において同じ。）、自殺対策に係る活動を行う民間の団体その

他の関係者は、自殺対策の総合的かつ効果的な推進のため、相互に連携を図りながら協

力するものとする。 

（名誉及び生活の平穏への配慮） 

第九条 自殺対策の実施に当たっては、自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの者の親族等

の名誉及び生活の平穏に十分配慮し、いやしくもこれらを不当に侵害することのないよ

うにしなければならない。 

（法制上の措置等） 

第十条 政府は、この法律の目的を達成するため、必要な法制上又は財政上の措置その他

の措置を講じなければならない。 

（年次報告） 

第十一条 政府は、毎年、国会に、我が国における自殺の概況及び講じた自殺対策に関す

る報告書を提出しなければならない。 

 

第二章 自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画等 

（自殺総合対策大綱） 

第十二条 政府は、政府が推進すべき自殺対策の指針として、基本的かつ総合的な自殺対

策の大綱（次条及び第二十三条第二項第一号において「自殺総合対策大綱」という。）

を定めなければならない。 

（都道府県自殺対策計画等） 

第十三条 都道府県は、自殺総合対策大綱及び地域の実情を勘案して、当該都道府県の区

域内における自殺対策についての計画（次項及び次条において「都道府県自殺対策計
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画」という。）を定めるものとする。 

２ 市町村は、自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画並びに地域の実情を勘案し

て、当該市町村の区域内における自殺対策についての計画（次条において「市町村自殺

対策計画」という。）を定めるものとする。 

（都道府県及び市町村に対する交付金の交付） 

第十四条 国は、都道府県自殺対策計画又は市町村自殺対策計画に基づいて当該地域の状

況に応じた自殺対策のために必要な事業、その総合的かつ効果的な取組等を実施する都

道府県又は市町村に対し、当該事業等の実施に要する経費に充てるため、推進される自

殺対策の内容その他の事項を勘案して、厚生労働省令で定めるところにより、予算の範

囲内で、交付金を交付することができる。 

 

第三章 基本的施策 

（調査研究等の推進及び体制の整備） 

第十五条 国及び地方公共団体は、自殺対策の総合的かつ効果的な実施に資するため、自

殺の実態、自殺の防止、自殺者の親族等の支援の在り方、地域の状況に応じた自殺対策

の在り方、自殺対策の実施の状況等又は心の健康の保持増進についての調査研究及び検

証並びにその成果の活用を推進するとともに、自殺対策について、先進的な取組に関す

る情報その他の情報の収集、整理及び提供を行うものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項の施策の効率的かつ円滑な実施に資するための体制の整

備を行うものとする。 

（人材の確保等） 

第十六条 国及び地方公共団体は、大学、専修学校、関係団体等との連携協力を図りなが

ら、自殺対策に係る人材の確保、養成及び資質の向上に必要な施策を講ずるものとす

る。 

（心の健康の保持に係る教育及び啓発の推進等） 

第十七条 国及び地方公共団体は、職域、学校、地域等における国民の心の健康の保持に

係る教育及び啓発の推進並びに相談体制の整備、事業主、学校の教職員等に対する国民

の心の健康の保持に関する研修の機会の確保等必要な施策を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項の施策で大学及び高等専門学校に係るものを講ずるに当

たっては、大学及び高等専門学校における教育の特性に配慮しなければならない。 

３ 学校は、当該学校に在籍する児童、生徒等の保護者、地域住民その他の関係者との連

携を図りつつ、当該学校に在籍する児童、生徒等に対し、各人がかけがえのない個人と

して共に尊重し合いながら生きていくことについての意識の涵
かん

養等に資する教育又は啓

発、困難な事態、強い心理的負担を受けた場合等における対処の仕方を身に付ける等の

ための教育又は啓発その他当該学校に在籍する児童、生徒等の心の健康の保持に係る教

育又は啓発を行うよう努めるものとする。 

（医療提供体制の整備） 

第十八条 国及び地方公共団体は、心の健康の保持に支障を生じていることにより自殺の

おそれがある者に対し必要な医療が早期かつ適切に提供されるよう、精神疾患を有する

者が精神保健に関して学識経験を有する医師（以下この条において「精神科医」とい
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う。）の診療を受けやすい環境の整備、良質かつ適切な精神医療が提供される体制の整

備、身体の傷害又は疾病についての診療の初期の段階における当該診療を行う医師と精

神科医との適切な連携の確保、救急医療を行う医師と精神科医との適切な連携の確保、

精神科医とその地域において自殺対策に係る活動を行うその他の心理、保健福祉等に関

する専門家、民間の団体等の関係者との円滑な連携の確保等必要な施策を講ずるものと

する。 

（自殺発生回避のための体制の整備等） 

第十九条 国及び地方公共団体は、自殺をする危険性が高い者を早期に発見し、相談その

他の自殺の発生を回避するための適切な対処を行う体制の整備及び充実に必要な施策を

講ずるものとする。 

（自殺未遂者等の支援） 

第二十条 国及び地方公共団体は、自殺未遂者が再び自殺を図ることのないよう、自殺未

遂者等への適切な支援を行うために必要な施策を講ずるものとする。 

（自殺者の親族等の支援） 

第二十一条 国及び地方公共団体は、自殺又は自殺未遂が自殺者又は自殺未遂者の親族等

に及ぼす深刻な心理的影響が緩和されるよう、当該親族等への適切な支援を行うために

必要な施策を講ずるものとする。 

（民間団体の活動の支援） 

第二十二条 国及び地方公共団体は、民間の団体が行う自殺の防止、自殺者の親族等の支

援等に関する活動を支援するため、助言、財政上の措置その他の必要な施策を講ずるも

のとする。 

 

第四章 自殺総合対策会議等 

（設置及び所掌事務） 

第二十三条 厚生労働省に、特別の機関として、自殺総合対策会議（以下「会議」とい

う。）を置く。 

２ 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 自殺総合対策大綱の案を作成すること。 

二 自殺対策について必要な関係行政機関相互の調整をすること。 

三 前二号に掲げるもののほか、自殺対策に関する重要事項について審議し、及び自殺

対策の実施を推進すること。 

（平二七法六六・一部改正、平二八法一一・旧第二十条繰下・一部改正） 

（会議の組織等） 

第二十四条 会議は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、厚生労働大臣をもって充てる。 

３ 委員は、厚生労働大臣以外の国務大臣のうちから、厚生労働大臣の申出により、内閣

総理大臣が指定する者をもって充てる。 

４ 会議に、幹事を置く。 

５ 幹事は、関係行政機関の職員のうちから、厚生労働大臣が任命する。 

６ 幹事は、会議の所掌事務について、会長及び委員を助ける。 
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７ 前各項に定めるもののほか、会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定め

る。 

（平二七法六六・一部改正、平二八法一一・旧第二十一条繰下・一部改正） 

（必要な組織の整備） 

第二十五条 前二条に定めるもののほか、政府は、自殺対策を推進するにつき、必要な組

織の整備を図るものとする。 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

（平成一八年政令第三四三号で平成一八年一〇月二八日から施行） 

附 則 （平成二七年九月一一日法律第六六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十八年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 附則第七条の規定 公布の日 

（自殺対策基本法の一部改正に伴う経過措置） 

第六条 この法律の施行の際現に第二十七条の規定による改正前の自殺対策基本法第二十

条第一項の規定により置かれている自殺総合対策会議は、第二十七条の規定による改正

後の自殺対策基本法第二十条第一項の規定により置かれる自殺総合対策会議となり、同

一性をもって存続するものとする。 

（政令への委任） 

第七条 附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過

措置は、政令で定める。 

附 則 （平成二八年三月三〇日法律第一一号） 抄 

（施行期日） 

１ この法律は、平成二十八年四月一日から施行する。 
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川崎町こころの健康等に関する相談窓口（令和６年３月現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             

 

 

 

 

 

総合相談窓口   

 

健康推進係（主に６５歳未満の方） 地域包括支援センター（主に 65歳以上の方）  

 

 

方） 

                                     

 

 

福祉係 

 

 

 

福祉推進係 

 

 

 福祉係 

 

 

 

 

 

 福祉推進係 

                         

・こころの健康に関すること 

 （うつ、アルコール など） 

・からだの健康に関すること 

 （生活習慣病、がん など） 

・子どもの健康、育児に関すること 

・妊娠・出産に関すること 

          など  

・介護予防に関すること（各教室や地区サロン等） 

・もの忘れ等認知症に関すること 

・こころとからだの健康に関すること 

・介護保険サービスに関すること 

・介護に関する悩みなど 

・高齢者虐待に関すること 

・総合相談         など 

  《直通電話 ８４－６０２１》 

・生活困窮、就労に関すること 

・母子・父子家庭に関すること 

・ＤＶ（配偶者やパートナーからの暴力）に関すること 

・子どもの虐待に関すること  

・ひきこもりに関すること   など 

・障がいに関すること（障害福祉サービス） など 

 役場本庁舎  

総務課 管財係  電話 ８４－２１１１ 

 

町民生活課  電話 ８４－２１１２ 

 

 

・契約上の法律等に関すること  など 

  

・人権擁護に関すること 

・消費生活に関すること     など 

教育委員会（役場西庁舎） 

 学務課 学務係 

電話 ８４－２３０８ 

・不登校に関すること 

・学校に関すること 

・就学援助に関すること 

         など 

  

川崎町保健福祉課   

電話 ８４－６００８、６００９ 
住所：川崎町大字前川字北原２３－１ 
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■自殺総合対策大綱 

新たな自殺総合対策大綱（令和４年１０月閣議決定）の概要 
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